	職種別民間給与実態調査（民調）
	賃金構造基本統計調査（賃金センサス）

	対象
労働者
	企業規模が正社員数で50人以上、

かつ、事業所規模が正社員数で50人以上の事業所に勤務する者
	常用労働者100人以上を雇用する企業に雇用される常用労働者

	役　職　段　階
	支店長等
	構成員50人以上の支店の長
	

	
	部長
	①構成員20人以上又は2課以上の部の長

②職責が①に相当する部の長又は部長級専門職
	部長級
	①「部長」「局長」と呼ばれているもので、２課以上又は構成員が20人以上（部長等を含む）のものの長

②職務内容及び責任の程度が①に相当する者

	
	次長
	①「部長①」に事故等があるときの職務代理者（部に1人）

②職責が①に相当する部の次長又は部次長級専門職
	

	
	課長
	①構成員10人以上又は2係以上の課の長

②職責が①に相当する課の長又は課長級専門職
	課長級
	①「課長」と呼ばれているもので、2係以上又は構成員が10人以上（課長等を含む）のものの長

②職務内容及び責任の程度が①に相当する者

	
	課長代理
	①「課長①」に事故等があるときの職務代理者（課に1人）

②職族の部下に係長又は部下4人以上を有する課長代理

③職責が①又は②に相当する課長代理又は課長代理級専門職
	

	
	係長
	①部下を有する係の長

②職責が①に相当する係の長又は係長級専門職
	係長級
	①構成員の人数にかかわらず通常「係長」と呼ばれているもの

②職務内容及び責任の程度が①に相当する者

	
	主任
	①係制のある事業所において主任の職名を有する者

②係制のない事業所において主任の職名を有する者のうち部下を有する者

③職責が②に相当する主任の職名を有する者
	

	
	係員
	上司の指導、監督の下に定例的な業務を行う、いわゆる一般の事務員
	非役職
	役職（部長級、課長級、係長級、職長級など）者以外の者

	１．部下要件は、賃金センサスでは部下の人数を「常用労働者数」で、民調では「正社員数」でカウント。
２．賃金センサスでは、上記の役職要件に合致しない役職者については、「その他役職」としてデータ上区分。



　　
(３)－⑥　調査における「役職段階」の定義の比較








